
被災者台帳の整備について 
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情報 

被災者支援について「支援漏れ」や「手続の重複」をなくし、中長期にわたる被災
者支援を総合的かつ効率的に実施するため、個々の被災者の被害状況や支援
状況、配慮事項等を一元的に集約するもの 

各部署が所有す
る被災者援護に
関係する情報を

共有 

情報共有を円滑に進めるため
の環境整備 

（法令に規定を定めることで、
個人情報保護条例上の「目的
外使用」を行えるように） 
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資料３ 



被災者台帳の目的 
○当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を総合的かつ効
率的に実施するため必要があると認める場合に整備するもの 
 
○当該市町村内の関係部署において、情報を共有し、被災者の援護を行うために活用 
 

○一定の手続き等により、必要な情報を他の地方公共団体、その他の団体にも提供することも可能と
することで、被災者の援護をより効率的に行うことも可能に 

台帳整備に必要な 

情報 

個人情報保護条例等
に基づく審査手続き 

被災者台帳の整備
（関係部署による情報
共有。主に市町村内
関係部署のみ） 

○必要な情報について、審査手続き等を経ることが必要なため、時間がかかり、災害発生後の迅速な
情報共有が困難 
（→災害発生前から審査手続き等を行っておくことにより対応可能であるが、実際に災害発生前から手
続き等を行っている地方公共団体は多くない） 

○「目的外使用」への理解について、法令による明確な目的が明示されていなかったため、関係部署
（特に保有情報を提供する部署）からの協力を得ることが困難 

○他の地方公共団体（都道府県、市町村外避難者がいる場合の避難先市町村等）との情報提供、情報
収集に関する手続きが明示されていなかったため、他の地方公共団体との情報共有が困難 

○被災者の援護のための各種支援措置がある事業者等への情報提供について、手続きが明示されて
いなかったため、市町村が保有する被災の情報について、外部提供が困難 

法令整備前に生じていた主な課題 

課題解決のために災害対策基本法において「被災者台帳」を整備 2 



○被災者の負担軽減、的確な援護実施 
 

・被災者が複数の援護担当部署で何度
も同様の申請を行わずに済む 

・他の地方公共団体との情報共有により、
市町村が総合的な対策・助言を実施可
能となる 

・本人同意等の手続きを経ることにより、
公共料金等の減免に必要な情報につい
ても、市町村から関係事業者に提供可
能となり、被災者からの申請等手続き軽
減が期待される 

○関係部署による情報共有による重複の
排除 
 

・各部署で同様の情報を収集するための
手間を排除（いずれかの部署で収集し、
共有する）による時間・コスト等の軽減 

・罹災の状況等、市町村内の他の部署が
有している情報を何度も被災者に申請さ
せる必要がなくなる 

○迅速な対応 
 

・援護を実施する部署において、必要な
情報を有することとなるため、被災者の
援護について、迅速な対応が可能 

被災者台帳整備の主なメリット 

○援護の漏れ、二重支給等の防止 
 

・援護の資格を有する（対象者である）被
災者の状況を的確に把握し、漏れを防止 

・二重支給や他の援護を受けていた場合、
援護対象から外れるような要件があるも
のについて、要件に合致するかどうかを
把握可能 3 



被災者支援施策を利用できるようになるまでに、Aさん、Bさんともに発災から４週間程度（○）を要する 従来 

被災者台帳を導入した場合 Aさんは発災から２週間程度（○）、Bさんは３週間程度（○）で被災者支援策を利用可能 

被害調査 

被災者台帳の整備 

準備 

１週間 

調査実施 

台帳情報の提供開始 

Ｂさん（大規模半壊と判定） 

準備 

２週間 

２週間 

１週間 

発 
災 

被害調査 

罹災証明書の交付 

準備 

１週間 

調査実施 

２週間 

１週間～１０日間 

Ａさん（一見して全壊と判定） Ｂさん（大規模半壊と判定） 罹災証明書の交付 

 被災者台帳を活用することで、従来、申請に当たって罹災証明書の添付を必要としてい
た支援施策（当該市町村業務）について、罹災証明書の添付を不要とする運用も可能（都
道府県等についても、所定の手続きを経ることで対応可能） 

準備 申請・郵送 

発 
災 

Ａさん（一見して全壊と判定） ※いずれもイメージ 

被災者台帳の整備による被災者支援の迅速化 



２．災害対策基本法施行規則第８条の５  
 ① 電話番号その他の連絡先 
 ② 世帯の構成 
 ③ 罹災証明書の交付の状況 

 ④ 市町村長が台帳情報を当該市町村以外の者に提供することに被災者本人が同意し
ている場合には、その提供先 

 ⑤ 前号に定める提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時 

 ⑥ 被災者台帳の作成に当たって行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第五項に規定する個
人番号を利用する場合には、当該被災者に係る個人番号 

 ⑦ 前各号に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に関し市町村長が必要と認める
事項  

被災者台帳の掲載・記録項目 
１．災害対策基本法第９０条の３ 
 ① 氏名 
 ② 生年月日 
 ③ 性別 
 ④ 住所又は居所 
 ⑤ 住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況 
 ⑥ 援護の実施の状況 
 ⑦ 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 
 ⑧ 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

※詳細な援護の実施等に関する項目、市町村長が必要と認める事項等の 
事例について、平成２６年度に内閣府において調査を実施予定 
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②被災者台帳整備のための他の地方公共団体への情報提供依頼（法第９０条の３第４項） 
・関係地方公共団体等へ被災者台帳整備に必要な情報の提供を求めることができる 
（例：都道府県における災害救助法に基づく援護の状況等） 

・提供を求められた関係地方公共団体においては、個人情報保護条例等における「法令
の定め」により、目的外使用（情報提供）が可能 

外部からの情報収集、外部への情報提供 

③他の地方公共団体からの台帳情報提供依頼（法第９０条の４第１項第３号） 

・他の地方公共団体は、被災者の援護のために必要な限度で、台帳情報の提供を求め
ることができる 

・提供を求められた台帳整備市町村においては、個人情報保護条例等における「法令の
定め」により、目的外使用（情報提供）が可能 
・本人同意は不要とされている 

④本人の台帳情報提供依頼（法第９０条の４第１項第１号） 
・本人は、台帳情報の提供を求めることができる 
・提供を求められた台帳整備市町村においては、求められた台帳情報を提供 

⑤本人同意を得た台帳情報提供（法第９０条の４第１項第１号） 

・本人の同意があるときに限り、本人が同意した提供先に台帳情報の提供することができ
る 

・本人が同意した提供先においては、被災者の援護に必要な情報について提供依頼を台
帳整備市町村に対して行う 
・台帳整備市町村においては、本人の同意の範囲内で、台帳情報を提供する 

①市町村内における台帳情報（法第９０条の４第１項第２号） 
・被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用することは可能 
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外部からの情報収集、外部への情報提供 

市町村 

Ａ課 Ｂ課 

Ｃ室 

Ｄチーム 

①情報共有
可能 

都道府県・ 
他の市町村等 

本人 
（被災者） 

社会福祉協議会、 
公共料金関係事

業者等 

②保有情報の提供 
（「法令に定めが 
ある」場合となる） 

②台帳整備に必要
な情報の提供依頼 

③申請に基づく台帳
情報の提供 

（本人同意不要） 

③被災者の援護に
必要な台帳情報提供

依頼（申請） 

④台帳情報の提供
依頼（申請） 

④申請に基づく台帳
情報の提供 

⑤外部提供同意 
（申請） 

⑤被災者の援護に
必要な台帳情報 
（料金減免関係等） 
提供依頼（申請） 

⑤申請に基づく台帳
情報の提供 

（本人同意の範囲内） 
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○ 平成25年4月1日現在で、全国1,742市区町村のうち、「災害時の被災者情報管

理」業務システムを整備済みの市区町村は、499団体（28.6％）  

整備済み 

その他（整備中、未整備等） 

499 
（28.6％） 

1,243 
（71.4％） 

1,742 
市区町村 

※：『地方自治情報管理概要 ～電子自治体の推進状況（平成25年4月1日現在）～』 
   （平成26年3月 総務省自治行政局地域情報政策室）を基に作成 

全市区町村のうち「災害時の被災者情報管理」業務 
システムを整備済みの市区町村数及びその割合 

＜参考＞被災者情報管理業務システム整備状況 
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被災者台帳整備推進に当たっての課題 

○市町村内組織に関する事項 
 ・関係部署とはどの部署か 
 ・どの部署が主体となって整備していくのか（災害対応部署、被災者支援担当部署、 
 （システム導入の場合）情報担当部署、総括的部署等） 
 ・関係部署における役割分担 
 ・関係部署における協議の場の設定 
 ・被災者台帳整備の基準（数値的な基準を作って対応するか、災害ごとの判断とするか） 
 ・ＢＣＰにおける位置づけ 
 

○被災者台帳掲載項目（被災者情報）に関する事項 
 ・市町村内各部署が保有する情報の中で、被災者の援護に必要な情報の洗い出し 
 ・情報の保有形式の把握（システム、Ｅｘｃｅｌ、紙等） 
 ・情報収集のルール（各部署からの提供形式、提供のタイミング、台帳掲載項目設定等） 
 ・情報共有のルール（使途が限定される情報については、アクセス可能な部署を限定、 
 情報の取り扱いに関する関係部署の統一ルール（規則・要綱等）） 
 

○制度、個人情報保護に関する制度の周知・研修 
 ・被災者台帳制度、個人情報保護法令、個人情報保護条例、情報セキュリティポリシー等 
 に関する職員への周知及び資質向上 
  
 



 
○ 被災者台帳については、既に一部の地方公共団体で整備が進んでいるが、地方公共団体ごとにその掲
載項目等にばらつきがあり、また、情報を有する多くの部署の調整が課題となっている。加えて、大
規模災害発生時に、他の地方公共団体から応援に来たときに、一定の仕組みがない場合、円滑な被災
者台帳の活用が困難。 

  このため、被災者台帳を活用した円滑な被災者の援護がなされるよう、過去に被災者台帳を整備し
たことがある地方公共団体等に対する調査や、未導入の地方公共団体の協力を得た導入実証支援を行
い、その成果を事例集、ガイドライン及び留意事項チェックリストとして地方公共団体に提示する。
あわせて、台帳の必須の記載事項である住家被害の調査の実施体制を構築するためのマニュアルを整
備する。 10 

被災者台帳整備推進への取組み 
①調査事業  

  被災者台帳の整備・推進 平成２６年度予算 ２６百万円 

 

○ 災害対策基本法に位置付けられた被災者台帳について、掲載すべき項目等に関する調査・検討を行い、そ
のとりまとめ結果を先進事例集、ガイドライン及び留意事項チェックリストとして地方公共団体に提示する。あ
わせて、台帳の必須の記載事項である住家被害の状況についての調査の実施体制の確保を図る。これらに
より、地方公共団体における情報の共有化等を進め、適切な被災者支援及び地方公共団体の事務の効率
化・迅速化を促進する。 

（被災者台帳の作成） 

第九十条の三 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援
護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とす
る台帳を作成することができる。 

事業概要・目的 

事業イメージ・具体例 



事業の具体的なイメージ 

被災者台帳調査 

１．市町村導入調査、
ヒアリング調査 

２．導入支援実証 

４．「災害に係る
住家被害認定業務 
実施体制の手引
き」の改訂案作成 

 

３．１及び２を
もとにした

チェックリスト
作成 

①被災者台帳 
導入実績調査 
（全市区町村） 

②導入市区町村 
ヒアリング 

（10市区町村） 

市区町村への 
アドバイス 
（３市区町村 

程度） 

１及び２におけ
る課題及びその
解決手法を

チェックリスト
に集約 

有識者等の意見を
踏まえて改訂 

報告書 
調査結果 

事例集 

被災者 
台帳導入
チェック
リスト 

報告書 
掲載項目例 

被災者 
台帳導入
チェック
リスト 

報告書 
アドバイス
実施状況 

「災害に係る住家
被害認定業務 実
施体制の手引き」 

被災者 
台帳導入
チェック
リスト 
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被災者台帳整備推進への取組み 
②簡易なファイルの提供  

○人口規模、財政状況、システムに関して知見を有する職員の不在等により、 
民間等で開発されているシステムを導入することが困難な市町村に対する支援 
として、Ａｃｃｅｓｓ版及びＥｘｃｅｌ版のファイルを内閣府において試作品を作成。 
 
○入力データ量の限界、同時更新への課題等、一定の制約があるが、未整備の 
市町村への支援の一環として、公開を予定。 
 
○平成26年度「被災者台帳調査」事業により、被災者台帳に掲載するデータ項目 
が定まった後、当該データ項目を踏まえた見直しを行い、平成26年度中に公開を 
目指す（内閣府、総務省及び総務省消防庁ホームページにおいて、加工可能な 
かたちで提供予定）。 
 
○ただし、平成26年度中に発生した災害における被災者支援について、当該 
ファイルの活用を希望する市町村に対しては、試作品を提供する（試作品を活用 
した市町村に感想を聴取し、試作品の性質向上に努める）。 
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被災者台帳（Ａｃｃｅｓｓ版・試作品） 

※個表形式、リスト形式による
データ管理が可能。 
※罹災証明書発行機能も付与。 
※各市町村においても加工可。 
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被災者台帳（Ｅｘｃｅｌ版・試作品） 
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被災者台帳整備推進への取組み 
③制度の概要、提供様式例の公開 

○被災者台帳に関する制度の概要、災害対策基本法に基づく被災者台帳情報
の提供のために必要とされる様式の例示を内閣府ホームページ上で公開。 


